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資料５ 

洋上風力発電に係るセントラル方式の運用方針［骨子］（案） 

 

 

令和５年１月３０日  

経済産業省資源エネルギー庁  

国土交通省港湾局  

 

 

１．運用方針の位置付け 

1) 「セントラル方式」として実施される洋上風力発電の促進に関わる取組について、その

制度の考え方や運用の方向性を明確化することを目的に、「洋上風力発電に係るセント

ラル方式の運用方針」（以下「運用方針」という。）を策定する。 

2) 運用方針では、これまで検討を行ってきた事項や、関連する論点に対する基本的な考え

方について記載する。 

 

２．総論 

（１）セントラル方式の運用における前提 

1) 我が国における一般海域での洋上風力発電の案件形成は、海洋再生可能エネルギー発電

設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（以下「再エネ海域利用法」という。）

に基づいて運用しているため、セントラル方式においても、再エネ海域利用法及び関連

法令で規定する事項に則り運用を行うこととする。 

2) 再エネ海域利用法第３条の基本理念では、「国、関係地方公共団体、海洋再生可能エネル

ギー発電事業を行う者その他の関係する者の密接な連携の下に行われなければならな

い。」とされている。セントラル方式においても、この基本理念に基づき、各主体の連携

と役割分担の下に進めていく。 

3) 上記を踏まえ、「セントラル方式」は「政府や自治体の主導的な関与により、効率的な案

件形成を実現する仕組み」として定義する。 

 

（２）セントラル方式を構成する要素 

1) セントラル方式を構成する要素は以下のとおりとする。 

①事業実施区域の指定及び発電事業者の公募 

②案件形成に向けた地域調整 

③サイト調査（風況・海底地盤・気象海象） 

④系統接続の確保 

⑤環境影響評価 

⑥漁業実態調査 
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３．事業実施区域の指定及び発電事業者の公募 

1) 洋上風力発電事業を実施する区域の指定、及び指定された区域における発電事業者の公

募については、再エネ海域利用法の手続きに従い実施する。 

2) 促進区域の指定と発電事業者の公募に当たっては、再エネ海域利用法及び関係法令に加

えて、それぞれ「海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライン」、

「一般海域における占用公募制度の運用指針」の内容に則り運用する。 

 

４．案件形成に向けた地域調整 

1) 促進区域の指定に向けた地域での調整に関しては、促進区域指定ガイドラインの運用に

準じ、都道府県からの情報提供に基づく運用を前提に実施する。発電事業は地域の理解

を得て進めていくことが必要であり、セントラル方式においても、適切な役割分担の観

点から、地域の実情に精通した関係自治体を通じた調整を前提とする。 

2) 国は、自治体が行う地域調整や案件形成に関して、洋上風力発電に関する広報活動を実

施するとともに、自治体における検討・調整の支援等、引き続き必要な環境整備に努め

ていく。 

 

５．サイト調査（風況・海底地盤・気象海象） 

（１）実施主体及び対象区域 

1) セントラル方式として実施する海域におけるサイト調査（風況・海底地盤・気象海象）

は、洋上風力発電設備の「基本設計」に必要な内容を対象とし、独立行政法人エネルギ

ー・金属鉱物資源機構（以下「JOGMEC」という。）が実施する。JOGMEC は中期目標、中

期計画その他の計画等に規定される事項に基づき、国の政策方針と連動した取組を実施

する。また、JOGMECは調査によって得られた情報について、再エネ海域利用法に基づく

発電事業者公募に参加する者に対して提供を行う。 

2) JOGMECから調査成果の情報提供を受けた事業者は、公募の結果、選定事業者となった場

合には、（４）に記載の手続きに従い調査費用相当額の支払を行うこととする。 

3) 調査の対象区域については、案件形成の迅速化の観点から、「一定の準備段階に進んで

いる区域」又はどの区域にも未整理な区域を対象とすることを基本とする。 

 

（２）調査方法及び仕様 

1) セントラル方式により実施する調査の方法及び仕様について、基本となる考え方（ベー

スライン）を「基本仕様」として整理したうえで、その基本仕様に基づき、調査区域ご

との個別状況を踏まえた具体的な調査内容を「個別仕様」として作成する。 

2) 個別仕様は、国が選定した区域において、調査を実施する JOGMECが区域毎に作成する。

個別仕様の作成に当たっては、必要に応じて有識者や事業者等からの意見聴取を行い、

その意見を参考にしつつ仕様を決定し、調査事業を実施する。 

3) その他、基本仕様として定める調査項目等については、「セントラル方式として JOGMEC

が実施するサイト調査の基本仕様」において定める。 
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（３）調査対象区域の選定 

1) 選定における必須事項 

① 対象区域における調査実施に対する理解 

調査を迅速かつ効率的に実施していくためには、関係者との事前調整を円滑に進め、

早期に調査に着手することが重要である。そのため、区域の選定において、「対象区域に

おける調査活動の実施により操業上の調整が生じる者（漁業・航路等）から、調査を実

施することに対する理解が得られていること」を前提条件とする。 

② 経済産業省令との適合性 

 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法第 11条第１項第６号において、JOGMEC

が行う洋上風力発電に係る調査業務は、「経済的又は社会的な特性によって国及び機構

以外の者が行うことが困難なものとして経済産業省令で定めるもの」と規定している。

これを踏まえ、「独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構の業務運営、財務及び会計

並びに人事管理に関する省令」第 17 条に基づき、JOGMEC の調査は、以下のいずれかに

該当する地域を対象とする。 

一．海域の自然的条件、風力発電設備の設置に関する技術的条件その他の条件から判断

して、事業者が海域の調査に関する自主的な活動を十分に実施することが困難と認め

られる地域 

二．二以上の事業者がそれぞれに調査を実施すること等によって漁業その他の活動に支

障を及ぼすおそれがあると認められる地域 

 

2) 選定における考慮事項（優先的に取り組む区域の選定） 

必須事項を満たす区域については、本来であれば全て調査対象とすることが望ましい

が、現実的には調査に係る予算や人員等のリソースに制約がある点を考慮することが必

要である。そのため、案件形成の加速化や導入目標の実現への貢献等の政策的観点から、

以下に掲げる事項を勘案して優先的に取り組む区域を選定する。 

① 対象区域における利害関係者の特定及び協議会を開始することに対する調整の状況 

(例えば、漁業・航路等の利害関係者のほか、関係市町村や地域における理解の状況等も

参考情報として考慮する。) 

② 対象区域において想定される出力規模 

③ その他政策的観点から洋上風力発電の推進に資する要素 

 

3) 選定に用いる情報及び区域選定の手順 

① 都道府県からの情報提供に基づき対象区域の検討を行うとともに、選定に当たっては、

あらかじめ、有識者を含めた中立的な第三者委員会の意見を聴取する。 

② 必須事項及び考慮事項の内容とともに、第三者委員会の意見を踏まえ、経済産業省・

国土交通省において調査対象区域を選定する。 
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（４）調査に係る費用負担の扱い 

1) JOGMEC は、再エネ海域利用法に基づく発電事業者公募によって選定された事業者に対

し、調査に要した額を上限として、調査費用を請求することとし、選定後の費用請求を

条件として、JOGMECから事業者に対して調査成果物の提供を行うこととする。 

➢ 調査成果は事業者が自社の事業計画の策定時に加えて、選定後に行う詳細設計の基

礎情報として活用される。選定後は落選するリスクが消滅し、売電事業による利益

を享受できる点を鑑みて、多額の国費投入に対する応益負担の観点から請求するも

のである。 

➢ セントラル方式を採用している欧州でも、政府機関等が実施する事前調査は、調査

に要した費用を入札前に公示したうえで落札事業者が負担することとしており、選

定事業者から費用回収を行うことは国際慣行に沿った対応と考えられる。 

2) 調査費用の請求に係る選定事業者の債務は、発電事業者公募における選定後、再エネ海

域利用法第 17 条に基づき、経済産業大臣及び国土交通大臣が選定事業者の公募占用計

画の認定を行った日を起算点とする。JOGMECは、公募占用計画の認定後に請求書を作成

し、支払期限を設けて選定事業者に送付する。 

3) その他、調査費用の請求に係る手続き等の具体的な事項については、独立行政法人通則

法に基づき主務大臣（経済産業大臣）が認可する JOGMEC の業務方法書のほか、JOGMEC

の関連規程において定める。 

 

６．系統接続の確保 

1) 今後の系統接続の確保の方法は、事業者ではなく、国による「系統確保スキーム」に集

約していくことを念頭に置き、経済産業省が別途実施している系統確保スキームに関す

る調査（※）で得られた知見も踏まえ、系統確保スキームの在り方を検討していく。 

※ 令和４年度洋上風力発電の導入拡大に向けた調査支援事業（洋上風力発電に係る系

統容量の暫定確保を想定した事前調査等検討業務） 

2) それに伴い、当面は、現行の方式（事業者が確保している系統を公募で活用）に基づい

て、事業者から情報提供を受けた確保済み系統も対象とするが、将来、事業者が確保し

た系統の活用を前提にはせず、事業者による系統確保を求めない方向に移行していくこ

ととする。 

 

７．環境影響評価 

1) 洋上風力発電における環境影響評価の在り方や制度的な対応については、環境影響評価

法を所管する環境省における検討状況を踏まえつつ、環境省と連携して必要な整理を検

討する。 
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８．漁業実態調査 

1) 漁業実態に関する調査は、対象海域及びその周辺における「漁業操業の実態」と「水産

資源の実態」の二種類の要素から構成される。 

2) 漁業操業の実態は、利害関係者の特定・調整の前提情報となるほか、JOGMECによるサイ

ト調査の対象区域の選定において必要な情報であるため、案件形成の初期において確

認・精査が必要である。そのため、有望な区域の整理に係る情報提供の対応と同様に、

都道府県を中心に整理する。特に、これまで当該区域の関係都道府県における水産行政

での対応と密接に関連するため、都道府県庁内の洋上風力の担当部局は、水産部局との

連携の下、対応することが必要である。 

3) 水産資源の実態は、再エネ海域利用法に基づき設立される協議会において議論されてい

る漁業影響調査の考え方において、建設工事の着工前に実施する事前調査で把握する内

容として整理されている。これは、対象海域において利害関係者が特定され、当該関係

者が参加する協議会における議論を経たうえで必要な事項を確定していくことが重要

であるとの考えによるものである。この内容を基に、選定事業者が必要な調査を実施す

る。 

 

９．その他 

1) 洋上風力発電に関連した不確実性の低減に資する研究結果など、国立研究開発法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）等で得られた最新の知見は、必要に応じて運

用方針にも適時反映していく。 

 


